
 

大館能代空港旅行商品造成支援事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大館能代空港を発着する航空路線を利用する旅行商品を企画・販売する事業者

に対して交付金を交付することにより、当該旅行商品の造成を促し、大館能代空港の利用促進を図

ることを目的とする。 

 

（事業の対象者） 

第２条 対象とする事業者は、旅行業法（昭和27年法律第239号）に定める登録を受けた者とし、日本

国外の事業者にあっては、現地関係法令等に定める登録を受けた者とする。 

 

（事業の内容） 

第３条 事業の内容は別表１のとおりとし、予算の範囲内において実施する。 

 

（申請書の提出） 

第４条 交付金の交付を受けようとする事業者は、大館能代空港旅行商品造成支援事業承認申請書（様

式第１号）を大館能代空港利用促進協議会会長（以下「会長」という。）に提出するものとする。 

 

（事業の承認） 

第５条 会長は、前条の提出を受けたときは、当該申請に係る書類を審査し、対象事業として認めたと

きは、大館能代空港旅行商品造成支援事業承認通知書（様式第２号）により通知するものとする。た

だし、計画どおりに事業が実施されない場合には、承認を取り消すことができるものとする。 

 

（変更又は中止の承認） 

第６条 前条の規定により承認を受けた事業者（以下「実施事業者」という。）は、事業の内容につい

て変更又は中止をしようとするときは、会長の承認を得るものとする。 

 

（実績報告） 

第７条  実施事業者は、事業が完了したときは、大館能代空港旅行商品造成支援事業実績報告書（催

行があった場合は様式第３号、催行中止に伴い広告宣伝費への支援を受けようとする場合は様式第



 

３号の２）に別表２に定める実績を証明する書類を添えて、速やかに会長に提出するものとする。 

 

（実績の確認及び金額の確定等） 

第８条  会長は、前条の実績報告の提出を受けたときは、秋田県の協力を得ながら速やかに事業実績

の確認を行い、実績を確認したときは、交付額を確定し、大館能代空港旅行商品造成支援事業交付額

確定通知書（様式第４号）により実施事業者に通知するものとする。 

 

（交付金の支払） 

第９条  実施事業者は、前条の通知を受けたときは、交付金請求書（様式第５号）を会長に提出する

ものとする。 

２ 会長は、実施事業者から前項の交付金請求書を受理したときは、速やかに当該金額を支払うもの

とする。 

 

（他の事業との併用の禁止） 

第10条  秋田県や秋田県内の市町村及び団体が行う他の事業から既に支援等を受けている部分につい

ては、事業の対象外とする。 

 

（事業の経理等） 

第11条 実施事業者は、事業に係る経理を明確にするとともに、関係書類を善良な管理のもと５年間

保存するものとする。  

 

（取り消し及び返還） 

第12条  会長は、実施事業者が、この要綱に違反したとき又は事業承認申請書等に虚偽の記載をした

ときは、対象事業の承認を取り消し、既に支出した金額の全部又は一部を返還させることができる

ものとする。  

 

（その他） 

第13条  この要綱に定めのない事項については、会長が別に定める。 

 

 



 

附 則  

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

 

この要綱は、令和４年９月１日から施行する。 

 

この要綱は、令和５年１月１日から施行する。 

 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

この要綱は、令和８年６月１日から施行する。 

  



 

別表１（第３条関係）秋田県内又は大館能代空港利用促進協議会企業会員の宿泊施設に宿泊する 

旅行商品 

内容 要件 交付額 

① 冬季旅行商品

企画・プロモ

ーション支援 

次の条件をいずれも満たすこと。 

・大館能代空港発着の定期路線又は国内チャ

ーター便を片道以上利用すること 

・秋田県内の宿泊施設又は大館能代空港利用

促進協議会企業会員の宿泊施設に１泊以上

すること 

・当該年度に旅行商品の企画及び募集を行

い、11月１日から２月末日までの期間に催

行を完了すること（旅行業法第２条第１項

第１号に掲げる行為により実施する旅行。

ただし、修学旅行や旅行の主たる目的がス

ポーツ・芸術活動等の大会等参加に係る企

画旅行を除く。） 

・当該年度の２月末日までに催行実績が確認

できること 

下表の交付額Ａ欄に定める額とする。 

ただし、大館能代空港を往復利用する場合

は、交付額Ｂ欄に定める額とする。 

 

 

催行人数 交付額Ａ 交付額Ｂ 

10人～19人 50,000円 75,000円 

20人～29人 75,000円 100,000円 

30人～49人 100,000円 150,000円 

50人～99人 150,000円 200,000円 

100人以上 200,000円 300,000円 

 

 

 

 

 

② 乗継旅行商品

企画・プロモ

ーション支援 

【通年】 

次の条件をいずれも満たすこと。 

・大館能代空港発着の定期路線を片道以上利

用し、かつ、羽田空港を経由した乗継便を

利用すること 

・秋田県内の宿泊施設又は大館能代空港利用

促進協議会企業会員の宿泊施設に１泊以上

すること 

・当該年度に旅行商品の企画及び募集を行

い、２月末日までに催行を完了すること

（旅行業法第２条第１項第１号に掲げる行

為により実施する旅行。ただし、修学旅行

や旅行の主たる目的がスポーツ・芸術活動

等の大会等参加に係る企画旅行を除く。） 

・当該年度の２月末日までに催行実績が確認

できること 

下表の交付額Ａ欄に定める額とする。 

ただし、大館能代空港を往復利用する場合

は、交付額Ｂ欄に定める額とする。 

 

催行人数 交付額Ａ 交付額Ｂ 

10人～19人 50,000円 75,000円 

20人～29人 75,000円 100,000円 

30人～49人 100,000円 150,000円 

50人～99人 150,000円 200,000円 

100人以上 200,000円 300,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

③ 研修及び視察

を目的とする

企画旅行造成

支援 

【通年】 

次の条件をいずれも満たすこと。 

・大館能代空港発着の定期路線を片道以上利

用すること 

・当該年度に旅行商品の企画及び募集を行

い、２月末日までに催行を完了すること 

・旅行業法第２条第１項第１号に掲げる行為

により実施する旅行であり、かつ、法人そ

の他の団体等により構成される、研修、合

宿等の目的を伴う企画旅行であること。た

だし、修学旅行や旅行の主たる目的がスポ

ーツ・芸術活動等の大会等参加に係る企画

旅行は対象外とする。 

・秋田県内の宿泊施設又は大館能代空港利用

促進協議会企業会員の宿泊施設に１泊以上

すること 

・当該年度の２月末日までに催行実績が確認

できること 

 

下表に定める交付額とする。 

 

催行人数 交付額 

5人～9人 50,000円 

10～19人 75,000円 

20人以上 100,000円 

 

④ 貸切バス、乗合

タクシー借上

料への支援 

次の条件をいずれも満たすこと。 

・①又は②の商品に係る貸切バス又は乗合タ

クシー等の借上料であること 

・秋田県内に主たる事業所がある事業者が運

行する車両を借り上げること（ただし、空

港から宿泊施設までの送迎のみを行う場合

は、県外事業者も対象とする） 

・対象経費の実績について、運行事業者が

発行する書類等により確認できること 

・借上料（税抜き）の１／２に相当する額と

し、１台につき４万円を上限とする。 

 



 

１）交付額について1,000円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額とする。 

２）日本国外の事業者への交付額については、円建て交付額とするが、事業者が指定する振込先口座が

海外の金融機関の場合は、交付金を送金する時点における現地通貨の為替レートを用いて算出する。 

３）大館能代空港利用促進協議会企業会員の宿泊施設であって、秋田県内にないものは、「ＡＮＡイン

ターコンチネンタル安比高原リゾート」、「ＡＮＡクラウンプラザリゾート安比高原」、「ＡＮＡホリ

デイ・インリゾート安比高原」の３施設をいう。 

 

⑤ 秋田内陸縦貫

鉄道又は由利

高原鉄道車両

貸切利用に対

する支援 

次の条件をいずれも満たすこと。 

・①又は②の商品に係る貸切利用料金である

こと 

・秋田内陸縦貫鉄道又は由利高原鉄道を貸切

利用すること 

・対象経費の実績について、運行事業者が発

行する書類等により確認できること 

・借上料（税抜き）の１／２に相当する額と

し、５万円を上限とする。 

 

⑥ 催行中止時の

広告費支援 

【冬季】 

次の条件をいずれも満たすこと。 

・①又は②の対象として承認され、かつ11月

１日から２月末日までの期間に催行を予定

していた商品のプロモーションに要した広

告費用であること 

・当該旅行商品が催行中止（送客実績が０

人）となっていること 

・自社媒体（自社HP、自社パンフレット等）

以外の外部媒体（新聞、チラシ等、別法人

が制作する媒体）による広告を利用してい

ること 

・対象経費の支払実績を証する書類を確認で

きること。他の広告経費と一括して支払わ

れている場合は、当該旅行商品分の積算根

拠が判別できる資料（媒体社発行の明細

書、面積按分表等）を提出できること 

 

・次の（ア）（イ）（ウ）のいずれか低い額と

する。 

 

（ア）広告宣伝費の実費（税抜き）の１／２ 

（イ）①又は②における承認額の１／２ 

（ウ）10万円 



 

別表２（第７条関係）実績報告書（様式第３号及び様式第３号の２）に添付する書類一覧 

 

交付金の種類 添付書類 備考 

① 冬季旅行商品

企画・プロモー

ション支援 

及び 

② 乗継旅行商品

企画・プロモー

ション支援 

・航空路線の利用を証明する書類 

（航空会社が発行する搭乗証明書の写し等） 

・宿泊を証する書類 

（宿泊施設が発行する宿泊証明書等） 

・広告紙面等の写し 

 

・催行日と送客人数を証明できること。 

予約確認書は不可とする 

・宿泊日と宿泊人数を証明できること。 

予約確認書は不可とする。 

・なお、交付額決定に際し、ツアーガイド

の人数は実績には含めないので留意する

こと。 

③ 研修及び視察

を目的とする

企画旅行造成

支援 

【通年】 

・航空路線の利用を証明する書類 

（航空会社が発行する搭乗証明書の写し等） 

・宿泊を証する書類 

（宿泊施設が発行する宿泊証明書等） 

・最終行程表及びパンフレット等、研修概要

及び視察先が明記された資料 

・催行日と送客人数を証明できること。 

予約確認書は不可とする 

・宿泊日と宿泊人数を証明できること。 

予約確認書は不可とする。 

・なお、交付額決定に際し、ツアーガイド

の人数は実績には含めないので留意する

こと。 

④ 貸切バス、乗合

タクシー借上料

への支援 

及び 

⑤ 秋田内陸縦貫

鉄道又は由利

高原鉄道車両

貸切利用に対

する支援 

・借上料の請求額が分かる書類 

（運行引受書の写し又は領収書の写し） 

・車両台数、借上料、利用日を証明できる

こと。 

⑥ 催行中止時の

広告費支援 

【冬季旅行商品】 

・対象経費の支払実績を証する書類 

・広告紙面等の写し 

（媒体社発行の明細書又は領収書の写し） 

・混載広告の場合は、本事業対象分の金額

を明示した内訳書又は面積按分表等を必

須とする。 


